
 

 

条例で⺠主主義と歴史を守る!
県が公文書管理条例制定へ 
  

 今年に⼊り、旧優⽣保護法の問題が取り沙汰され
ています。静岡県では、昭和２４年から５３年の間
に７４６名もの⽅が強制不妊⼿術を受けたことが
分かっていますが、被害者を特定できる記録、公文
書は静岡県庁には全く残っていません。最近の報道
によれば、資料が皆無なのは静岡県を含め１５府県、
つまり３２の都道府県では全員もしくは一部の被
害者を特定できる資料が⾒つかっています。他県の
状況について県議会事務局を通じて確認したとこ
ろ、全員分保存の千葉県、⻑崎県、一部保存の岐⾩
県では、当時の担当者が永年保存すべき現⽤⽂書も
しくは歴史的公⽂書であると判断して保存してお
り、また千葉県や岐⾩県等では公⽂書館で保管され
ていることが分かりました。つまり、公文書管理・
保存のルールや、公文書館、公文書管理の専門職員
等の体制が、静岡県でも以前から十分に整備・強化
されていれば、強制不妊⼿術の被害者を特定できる
資料が保存されていた可能性が十分あったのです。 

 
このように、静岡県の公⽂書管理体制は決して⼗

分とは言えません。そのため、この６月２９日、本
会議では 3 回目となる公⽂書管理体制強化につい
ての質問を⾏ないました。 

 
私の質問の趣旨は、前回（今年２月２６日）の私

の代表質問に対する答弁で県が表明した、本年度中
の⽂書管理規則の改正については最⼤限の⾒直し
を⾏なうとともに、他の中⻑期的課題については、
専門家らで構成される検討委員会を早急に⽴ち上
げ、策定すべき公⽂書管理条例の内容や、あるべき
公⽂書管理施設について議論を開始すべき、という
ものです。副知事と経営管理部⻑による答弁は概ね
私の主張に沿ったもので、恣意的に隠蔽や廃棄がさ
れないよう、公⽂書の保存期間は原則１年以上とし、
例外は極⼒限定するための⽂書管理規則の改正を

年内に⾏なうこと、専門家からも意⾒を聞きながら
公⽂書管理条例の検討と整備を進めること、既存の
施設の活⽤等、ファシリティマネジメントの観点か
ら公⽂書管理施設の整備も検討すること、等の⽅針
が示されました。翌日の静岡新聞や中日新聞が⼤き
く報じたように、遅ればせながらも、これは公⽂書
管理体制の強化に向けた重要な一歩です。 

 
 
迅速そして慎重に条例制定を 
 

 ただ、条例や施設はとにかく作ればいいというも
のではもちろんありません。当然ながら、必要な内
容や機能を伴っていなければ、作った意味が無いと
いうことになってしまいます。 
 

最近できた公⽂書管理条例の一つに、東京都の条
例があります。築地から豊洲への市場移転問題に関
して、本来あるべき記録、公⽂書が残されていなか
ったことから、⼩池都知事が平成２８年１２月に条
例制定の⽅針を打ち出し、翌２９年６月の議会で可
決成⽴、７月から施⾏されました。しかし、約６カ
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月という短期間で急造されただけでなく、専門家に
よって⼗分に検討された形跡がなく、都⺠に対して
意⾒を聞く「パブリックコメント」も条例案ではな
く案の骨⼦だけを示して⾏われた等の結果として、
都の公⽂書管理条例は国の公⽂書管理法や他県の
条例よりも相当に後退した内容となっています。 
 
 一⽅、公⽂書管理先進県である熊本県では、国が
公⽂書管理法を公布した平成２１年７月に蒲島知
事が条例制定の意向を表明したことを受け、専門家
や有識者からなる委員会が検討を⾏ない、翌２２年
６月に知事へ提言しました。その後、県庁内そして
県議会での議論を経て条例が成⽴し、２４年４月か
ら施⾏されました。内容が充実した条例の制定には、
やはりそれなりの日時が必要なのです。 
 
 しかし、旧優⽣保護法の記録のように、一度失わ
れた公⽂書は⼆度と取り戻すことができません（最
近の公⽂書であれば複写やデータが残っている可
能性がありますが原本は失われればそれまでです）。
旧優⽣保護法に関する公⽂書は、正に非⺠主主義的、
非人道的なことが⾏なわれた悪しき歴史の記録で
す。その⾏為や歴史を真摯に反省し、被害者に対し
⼗分な謝罪や賠償を⾏なうことは、同様の過ちを⼆
度と犯さないためにも不可⽋です。しかし、静岡県
では被害者を特定・証明できる記録が皆無のため、
被害者だと名乗り出ても謝罪や賠償の対象となら
ない可能性があるのです。つまり、歴史の記録と⺠
主主義を守るためにも、適切な条例制定による公⽂
書管理体制強化は急務です。最速である「今」から、
条例制定に向けた取り組みを迅速かつ慎重に進め
るよう、県に対し引き続き働き掛けていく所存です。 
 

 

専門家による、県民にも 
開かれた形での議論が不可欠 
 

 加えて重要なのは、熊本県のように、専門家等の
第三者が加わった検討委員会により、県⺠にも開か
れた形で、公⽂書管理条例や公⽂書管理施設のあり
⽅等について議論することです。何故なら、いわゆ
る森友問題・加計問題等で国における公⽂書管理の

あり⽅が問われたのは、公⽂書を作成・保存する側
の⾏政と、公⽂書を⾒る側の国⺠、議員の間には考
えの相違があり、その違いを埋めるためにあるはず
の公⽂書管理法等の規定や管理体制が不適切だっ
たからです。⾏政が一⽅的に作るルールや仕組みは
どうしても不⼗分なものになってしまうのです。 
 

このような公⽂書管理の問題について、皆さんか
らご意⾒、ご質問を伺いながら一緒に考える機会と
して、９月１５日（土）午後２時から、東静岡駅南
口のグランシップで、公文書管理や情報公開の専門
家である「情報公開クリアリングハウス」理事⻑の
三木由希子さんをお招きし、国や地⽅自治体におけ
る公文書管理のあり⽅に関する講演会、そして私の
県政報告会を開催します。詳細は改めてご案内しま
すが、どなたも⼤歓迎ですので是非ご参加下さい︕ 
 

田町文庫内の様子。洪水浸水想定区域内にあるため

書棚の最下段を不使用に（そのため収容能力２割

減）。公文書管理施設の新設等、抜本的対策が不可欠 

多くの公文書が保管されている田町文庫

（静岡市葵区田町）安倍川沿いに立地。奥

の塔の施設は国土交通省静岡河川事務所 


